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1　緒言
1．1　背景
　近年，電気・電子機器，特にプログラマブル電子系のようなコンピュータシステムが，様々な
分野で適用されており国，次第に安全機能の遂行にも使用されるようになった．自動車における
ABS（Anti－lockBrakingSystem）やACC（AdaptiveCruiseContro1）システム等がその例として
挙げられる。このような装置／システム，すなわち電気・電子・プログラマブル電子安全関連系（以
下本研究において，SRS）は，その応答処理速度や自己異常診断機能等の多機能性を活用すること
で，電気・機械式リレー回路のみでは実現が困難とされた種類の安全機能をも可能にしつつある，
一般に，SRSは，センサなどの入力部，CPUなどの論理部，アクチュエータなどの出力部，及び
それら各要素間におけるインターフェース，さらにSRS間の通信モジュールなどから構成される
121。しかしながら，初期のABS装着車ではかえってトラブルが増加したようだという経験が物語
るように，このような安全関連系の採用には十分な注意が必要である，このような場合，安全に
関して一般に言えるように，限定された経験のみに基づく断定では不十分であり，潜在的な可能
性を定量化して得られるリスクに基づいて安全を判断する必要がある，またそのために，意思決
定を行うための安全の考え方に関する十分な手引書が必要である．
　このような背景を基に，機能安全に関する国際規格IEC61508が発効された［3L当該規格を翻
訳してJIS　C　O508が制定され［41，種々の方面で適用されつつある［5，6，7，8，g，10，11，12］，こ
の規格では，SRSが安全機能を遂行するための全安全ライフサイクルの包括的な扱い方が規定さ
れている．また，安全度水準（以下本硫究において，SIL）に関わる要求事項決定時のリスク規範
の方法論を基礎として，SRSに対して数値で表された目標機能失敗尺度を設定し，これをSILと
して規定している。このように，リスクの概念を用いることで安全が定義されるというISO／IEC
Guide51及びその改定版であるISO／IEC　Guide51（E）の工業規格に基づいている［13，141。
1．2　規格の概要
　IEC61508及びJIS　C　O508は7部から構成され，第1部では一般要求事項，第2部及び第3部
ではE／E／PE安全関連系のハードウェアとソフトウェアに対する要求事項，第4部では用語の定
義及び略語の説明，第5部では事例的方法，第6部では第2部及び3部の適用指針，第7部は技
法と方法の概観に関する内容となっている，その中で想定されている全体システムの構成は，図
1に示すように，被制御機器（以下本研究において，EUC〉，EUC制御系（以下本研究において，
BCS），SRS，他技術安全関連系及び外的リスク軽減施設（以下本研究において，ERRF）でモデ
ル化されている，BCSは危険事象またはその他の望ましくない事象が発生しないようにEUCを
制御し，SRS，他技術安全関連系及びERRFはBCSが制御に失敗した時などに生じる危害を防止
する冗長サブシステムである，これらのサブシステムが機能できない状態で作動要求が発生する
と，事故など危険事象が発生する［6，15］。
　規格では，このように想定された全体システムにおいて，SRSによる機能安全を全安全ラィフ
サイクルとSILとの2つの基本的な方法論で確保している，前者は，SRSのSILの達成のために，
SRSの概念から使用完了フェーズまでの全ライフサイクルを系統的に取り扱うための枠組みであ
り，後者は，SRSによって実行される安全機能遂行成功（失敗〉確率の目標水準を定める指標で
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ある．SILについては2種類の運用モードに対し，各々4つのレベルが設定されている（表1及び
表2参照〉13，41．
　1．低頻度作動要求モード
　　安全関連系への作動要求の頻度が1（回／年）より大きくなく，かつ，プルーフテスト頻度の
　　2倍よりも大きくない場合，
　2．高頻度作動要求又は連続モード
　　安全関連系への作動要求の頻度が1（回／年）より大きい，又は，プルーフテスト頻度の2倍
　　よりも大きい場合で，機能安全を遂行するために連続制御を行う安全関連系も含む．
　以上2つの運用モードにおいて，規格では，リスク軽減目標を達成するために，SRSに割り当
てられた各々の安全機能に対するSILsを表1または表2に従って定めるよう要求されている．
　さらに，SRSへのSILの割り当てについては，第5部において，必要とされるリスク軽減が数
量的な方法で明確に定められるか，又は定性的に定められるかに依存するとしている．前者の方
法を牢量的方法，後者を定性的方法と呼んでおり，附属書BではALARPモデルと許容リスクの
概念，附属書Cでは定量的方法，附属書D及びEでは定性的方法として，リストグラフを用いた
方法と危険事象の過酷度マトリックスを用いた方法が例として紹介されている，この内附属書C
で取り上げられている定量的方法では，安全関連系の作動要求に対する機能失敗平均確率につい
て，以下の式による計算例が挙げられている．
PP堀g≦瓦／㌦ （L1）
　ここで，PP島．gは安全関連系の作動要求に対する機能失敗平均確率，月は許容リスク頻度，
瑞pは安全関連系への作動要求率である．この他，確率論的手法を用いてリスク軽減目標，すなわ
ち単位時間当たりの平均危険事象率の低減目標の達成を評価することが推奨されている，
　次に，以下に主要な用語を定義する14，161。
危険状態人が潜在危険に曝露されている状況，
危険事象危険状態によって危害が生じる事象，
リスク危害発生の蓋然性と危害の過酷さの組合せ，
作動要求状態特定の安全機能の実行がSRSに要求されるEUCの状態．
作動要求作動要求状態の発生．
完了作動要求状態の終結．
フォールトある要求された機能を遂行不可能なアイテムの状態．フォールトの形態は，例えば，
　　安全側のフォールト，危険側のフォールトのような部分集合に分類することができる，
危険側フォールトSRSの安全機能が喪失している状態，全フォールトの部分集合．
DUフォールト自己診断のない危険側フォールト．
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図1全体システムと安全関連係
DDフォールト自己診断により発見できる危険側フォールト．
故障ある機能ユニットの要求される機能遂行能力の終結（事象）．SRSは故障の後，フォールト
　　となる．
危険側故障危険側フォールトをもたらす故障（以下本研究において，単に故障という）
プルーフテスト安全関連系のフォールトを見つけるために実施される定期テストと保全，必要に
　　応じて，システムを“新品”又は実際上これに近い状態に修復するために，これを行う．（以
　　下本研究において，PTという）
PT間隔図2に示すようにPT終了から次のPT開始までの間隔．
SRS　EUCを安全な状態に移行させるため，又はEUCの安全な状態を維持するために必要な安
　　全機能を行い，かつ，要求される安全機能に対して必要なSILを達成するシステム．
1．3　危険事象率の定式化
規格では，SR、Sに割り当てられた各々の安全機能に対するSILsを定めるよう要求し，そのため
の解析例を提示しているが，SIL，作動要求率および危険事象率の関係については，完全には明ら
かにされていない．このような問題を解決するために，加藤ら及び川原らによりSRSの故障，定
常作動要求状態及び危険事象の関係がモデル化及び定式化されている［17，18，19，20，211。本節で
は，既報告の危険事象率推定式について触れてみる．
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表1安全度水準：低頻度作動要求モードで運用するSRSに割り当てられる安全機能に対する目
標機能失敗尺度
安全度水準
4
3
2
1
低頻度作動要求モード運用
（作動要求当たりの設計上の機能失敗平均確率）
10一5以上10－4未満
10－4以上10－3未満
10－3以上10－2未満
10－2以上10一1未満
表2安全度水準：高頻度作動要求または連続モードで運用するSRSに割り当てられる安全機能
に対する目標機能失敗尺度
安全度水準
4
3
2
1
高頻度作動要求または連続モード運用
（単位時間当たりの危険側故障確率［1／ん］）
10－9以上10－8未満
10－8以上10－7未満
10－7以上10－6未満
10－6以上10省未満
加藤らによる危険事象率推定式　作動要求率と平均危険事象率の関係について，作動要求率，作
動要求状態確率，全体の作動要求に対する真性作動要求の割合及び検知可能な疑似作動要求の全
体の疑似作動要求に対する割合を考慮したより一般的な危険事象率推定アルゴリズムが加藤らに
より提案されている．本式の導出で用いられた全体システムは，1つのEUC，BCS及びSR，Sで構
成され，本全体システムにおいて発生する作動要求状態は定常状態と仮定されている．また，当
該SRSには自己診断機能は有しておらず，危険事象からの回復又はPTによって修復されるもの
としている．以上の仮定を用いて，本アルゴリズムは順序依存形フォールトツリーによりモデル
化され，導出された危険事象率推定式ω＊は以下のようである［17，18］．
　　　　　　　　　　　，κω謹λ、［1一｛κ＋δ（1一κ）｝Q奇12
　　　　　　　　　　ω＝　　　　　　　　＋κλ3Q左　　　　　　（12）　　　　　　　　　　　　　2｛冗P＋δ（1一κ）ω差＋穿｝
また，本推定式を基にSRSにSILを割り当てるための簡易法が，9種の作動要求モードに対し6
種の推定式で提案されている．
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表3システム（EUC）の状態と数学モデルの関係
システム（PT時のEUCの状態）
停止 稼働
　数学モデル
作動要求の状態）
非定常状態 定常状態
川原らによる危険事象率推定式　同じく作動要求率と平均危険事象率の関係について，川原らに
より，危険事象率の推定式が導出されている，加藤らが用いた仮定と異なる点は，真性作動要求
のみ発生すること，SRSが自己診断機能によりフォールトから回復することである．全体システ
ムの想定及び定常作動要求状態の条件については同じである．
　本推定式の導出については，順序依存形フォールトツリーによるモデルと状態遷移モデルの両方
で行なわれ，両者が一致することが報告されている［19，20，21］．その推定式は以下のようである．
　　　　　　　　　　♂一（・一Q左）（μ鵠、＋μ惚p）　　　（1岡
作動要求状態に対する考察　以上で示したモデルでは，作動要求は定常状態であると仮定されて
いるが，これは以下のことを意味する』すなわち，SRSのPTあるいは修理中にEUCを停止させ
ず，着目する全体システムに破局的な危険事象が発生すると直ちにこの全体システムを母集団か
ら取り除き，十分に大きく統計的な性質は変化しない同一の母集団の別の全体システムに解析対
象を移行させている，このように選抜された全体システムは母集団内で平均化された状態，つま
り作動要求は定常状態になっているものと仮定され，本仮定はランダムに稼働している多数の全
体システム群の解析に有効である．
　これをPT時のEUCの状態と数学モデルとの関係に置き換えると，加藤ら及び川原らが取り上
げた全体システムではPT時にEUCを停止させていないことになり，このシステム上の仮定の相
違は数学モデルでは作動要求の状態に反映される．このことをまとめると表3のようになる，す
なわち，EUCをPT時に稼働させる場合は作動要求を定常状態とすることができるが，停止させ
る場合は作動要求を定常状態にすることができず，非定常状態としなければならない．
1．4　研究の目的
　以上の観点から，本研究では作動要求が定常状態となる条件から外れるような全体システム，す
なわちPT時にEUCを停止させる場合や，宇宙ステーションのような単一の全体システムなどの
ように，定常状態のみでなく過渡状態にある作動要求の危険事象率に与える影響も無視できない
システムを取り上げ，この場合の危険事象過程をモデル化及び危険事象率推定の定式化を行う．具
体的には，
1．単一のSRSを持つ全体システムを仮定し，状態遷移モデルと順序依存形故障論理の2つの
　モデルを用いて危険事象率推定式の導出を行う．
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2．次にSRSが複雑な構成である場合として，κ一〇ut－oLηシステムを例として取り上げ，本シス
　テムの特徴を信頼性工学的立場から考察する．
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2　マルコフ過程を用いた非定常作動要求状態における安全関連系の安全
　　度水準評価モデル
2．1　はじめに
　本章では，自己診断がないSRSについて，非定常作動要求状態における危険事象過程を状態遷
移モデルを用いてモデル化・定式化し，平均危険事象率推定式を導出する．
　このような導出方法については，川原らはSRSのフォールトに対して自己診断があり，その検
出により修理が行われる場合のSRSの故障，定常作動要求状態及び危険事象の関係を，状態遷移
図によってモデル化及び定式化している［19，20】。
2．2　全体システムのモデル化
　全体システムの構成について述べる．加藤らが危険事象率を推定するために想定した全体シス
テムは，1基のEUC，BCSおよびSRSで構成され，このうちSRSは単一の安全機能を遂行する
ものであった［17，18】。このような単純化された全体システムにおける危険事象論理は以下のよう
になる【17L
　1．「DUフォールト・作動要求」論理；SRSのDUフォールト時に，作動要求が生じて危険事
　　象が生起する．
　2．r作動要求状態・故障」論理：作動要求状態時に，SRSに故障が生じて危険事象が生起する，
　これらの2タイプの論理による危険事象が同時に生起しないことは容易にわかる．本節におい
ても，加藤らと同じ構成の全体システムに基づき検討を行う，本節において使用する記号の定義
は次の通りである．
煽［1／司　時刻オにおいて作動要求状態でない条件下で，時刻オにおける単位時間当たりの作動要
　　求の発生確率（作動要求率）
陶［1／ん】時刻バこおいて作動要求状態の条件下で，時刻亡における単位時間当たりの作動要求の完
　　了確率（完了率）
丁圃定められたPT間隔の時間（図2参照）
λ，［1／ん］SRSの危険側故障率（以下，単に故障率という・）
m　l1／ん1危険事象を起こした全体システムが再稼働する際の回復率
a（古）図3において時刻古で状態＊にある確率（＊；A，B，CまたはD）
P、（5）R（孟）をラプラス変換した関数，すなわち
　　ア，（5）ニ£｛R（亡）｝
ω（古）11／列あるPT間隔内の時刻孟における単位時間あたりの危険事象率（以下，時刻εにおける
　　危険事象率という）
ω＊ 1／掲ω（古）をPT問隔時間丁にわたって平均したPT間隔平均危険事象率（図2参照）
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PT PTTlme　between　PTs
demand　state
　　　　　　↑　　　　↓non－demand　state
O　　　　　　　　　　　　　　　T ‘
図2PTとPT間隔
2．3　PT間隔状態遷移モデル
　本章では，あるPT間隔における全体システムの危険事象過程をマルコフ過程によりモデル化
する．まず，前提条件は以下の通りである．
L作動要求とSRSの故障は，相互に統計的に独立である．
2．作動要求の発生と完了は，作動要求率㌔及び完了率陶を持つ指数分布でモデル化できる．
3．SR、Sの故障は故障率λ、をもつ指数分布でモデル化され，当該危険側フォールトはPTまた
　は危険事象により検知・修復されるまで継続する．すなわち，故障はDUフォールトのみを
　もたらす．
4．PTにより，いかなるDUフォールトも検知され，SRSは新品同様に回復する．
5．危険事象が生起した場合，全体システムは回復率肌の指数分布に従って新品同様の状態に
　回復する（特に，鵬→Ooで瞬間的な回復，肌＝0で回復不能）．
6．PT間隔平均危険事象率ω＊はω＊《1［1／ん】を満たす．
7，PT時にはEUCも停止して保全する．すなわち，PT時に作動要求は生じず，従って，危険
　事象も生起しない，また，全体システムが新品同様の状態になった時点をPT終了時とし，
　このとき全体システムの運用を開始する．
　8。SRSは，正常状態及びDUフォールトの2つの内部状態，並びに作動要求状態及び非作動要
　　求状態の2つの外部状態を持つ（図1及び2．2参照）．
　以上の前提条件に従って，図2に示すように，あるPT終了時を危険事象生起によるリスクの
予測開始点として，次のPT開始までのPT間隔におけるリスク，すなわち危険事象率の推定を行
なう（ただし，危害の過酷さは一定とみなす）．すなわち，あるPT終了時を時刻オ＝0とし，か
っ，当該時刻においては全体システムが新品同様の状態であることは運用開始以前に確認されて
いる（前提条件（4）及び（7）〉．その後，全体システムは図3に示すPT間隔状態遷移モデルに
従って，SRSの故障，作動要求発生及びその完了を繰り返す（前提条件（1），（2〉，（3），（5），（6）
及び（8））．なお，図3に示す状態A，B，Cは，以下のようになる，
10
A
λd λs
B
μd
m
C
λs λd
D
図3危険事象生起のPT間隔状態推移モデル
状態A　　（非作動要求状態，SRS正常）
状態B　　（作動要求状態，SRS正常）
状態C　　（非作動要求状態，DUフォールト〉
また，状態Dは全体システムに危険事象が生起した後の修理状態を表す，全体システムが状態A，
BまたはCのまま危険事象が生起せずPT時刻に到達すると，EUCを含むシステム全体を停止し，
保全が施され全体システムは再び新品同様の状態で稼動し始める（前提条件（4）及び（7））．次
に，図3に示すようにPT時刻に到達する前に，SR、SのDUフォールト（状態C）において作動
要求が発生するか，若しくは作動要求状態（状態B）においてSRSが故障すると，システムに危
険事象が生起して状態Dとなる．その後回復率mにて状態Aに復帰し再び稼働を始める（前提条
件（5）及び（7））．
　ところで，パラメータ肌を十分に大きくするという想定が川原等の解析モデルにおいてなされ
ている［20】．川原等のモデルでは，各要素の統計的性質が同一と仮定した十分に大きい母集団か
ら，任意のある全体システムを選抜して時間的経過を観察し，さらに，当該システムに危険事象
が生起すると直ちにこれを母集団から取り除き，同一の母集団に属する別の全体システムを新た
に選抜して観察を繰り返している120］。すなわち，前述のように，十分に大きい母集団内でランダ
ムに稼働していた全体システムは，稼働を始めてから十分な時間が経過しているため定常状態に
なっていると仮定されている。従って，川原等が行った当該パラメータ肌を十分に大きくすると
いう操作は，本研究における回復率肌の持つ意味と本質的に異なる点に十分注意しなければなら
ない．
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　　　　　　　　　　　　＝一（λ4十入、）職（古）＋μ4砺（孟）十m砺（オ），　　　　　　　　　砒
　　　　　　　　d砺（オ）　　　　　　　　　　　　一一（μ4＋λ5）馬（古）＋入謁1（ε），　　　　　　　　　砒
　　　　　　　　d馬（オ）　　　　　　　　　　　　＝　一λ己％（オ）十λsP4（孟），　　　　　　　　　砒
　　　　　　　　d砺（オ）　　　　　　　　　　　　＝　一隅砺（古）十λ、PB（孟）十λd∫b（む），
　　　　　　　　　d古
　　　　　　　　　P4（f）十　馬（哲）十馬（孟）十砺（オ）＝1．
　　　　　　　　　　　一
険事象論理（1）及び（2）より，ω（古）△古に関して，
2．4　PT間隔状態遷移モデルの定式化
2．4．1　ω＊の推定式
　図2に示すように，オ＝0を前回PT終了時とする．すると，図3に示したPT間隔状態遷移モ
デル，すなわちPT間隔（0，T】の任意の時刻孟に対して，以下のような連立状態方程式が成立する
1221．
　　　　　　　　4島（古） （2。4）
（2。5）
（2。6）
（2。7）
（2，8）
次に，PT間隔状態遷移モァルに対して，危険事象率ω（診）を導出する．2。2で述ぺた2つの危
ω（孟）△孟＝　P7｛（1）時刻ヵ＝0で状態Aにあって，（0，T］の時刻諺において状態Bにあるときに
　　　　　微小時間（ヵ，オ＋△εユにお》、てSRSの故障が発生する，または，（2）同様に時刻オ＝0で
　　　　　状態Aにあって，（o，T1の時刻亡において状態cにあるときに微小時間（古，オ＋△dで
　　　　　作動要求が発生する｝．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．g）
　ここで以下のような記号を定義する，
　　　　　　　　　Ub：時刻0で全体システムが状態Aにある，
　　　　　　　　　U1；（0，Tlの時刻孟で作動要求状態，
　　　　　　　　　U2：（0，Tlの時刻オでSRSがDUフォールト，
　　　　　　　　　硫　：微小時間（孟，オ＋ムォ］で作動要求が発生，
　　　　　　　　　U4：微小時間（亡，亡＋ムオ1でSRSの故障が発生．
　すると，式（2．9）は，
　　　　　　ω（孟）△む＝p7｛（砺∩U1∩U2∩砺）∪（恥∩U1∩碗∩碗）｝．　　　　　　　　（2。10）
　（Ub∩U1∩Z72∩砿）と（Ub∩01∩U2∩砺）とは互いに排反事象である，また，前提条件（1）より
U4はU1に統計的に独立，同様にU言はU2に統計的に独立，さらに前提条件（7）より時刻0で全
体システムが状態Aにあることが保証されているのでPr｛Uo｝ニ1となる．従って，式（2．10）は，
　　ω（古）△古＝p7｛U41Ub∩U2｝p7｛U2∩UllUo｝十p7｛U31Ub∩U1｝p7｛U1∩U21Uo｝．　　（2。11）
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前提条件（2）及び（3），さらに時刻オで図3の状態BとCにある確率をそれぞれ馬（孟），％（古）
とすれば，式（2．11）は，
　　　　　　　　　　　ω（古）△亡＝λ5△古ん（孟）＋λ4ムオ馬（む）．　　　　　　　（2，12）
　従って，
　　　　　　　　　　　　ω（孟）瓢λ、砺（古）＋λ4％（オ）。　　　　　　　　（2，13）
　さらに，あるPT問隔（0，T］におけるPT間隔平均危険事象率ω＊は，
　　　　　　　　　　　　　　　げ二伊．　　　（214）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T
2．4．2　状態Dから速やかに回復する場合
　まず
　　　　　　　　　　　　　　聯）一∠εω（オ）砒　　　　（2ユ5）
と置く，
連立状態方程式（2．4）から（2．8），式（2．13）及び（2．15〉をラプラス変換すると，
（5十λd十λ3）P減（ε）一1＝μ47》z3（5）十7γ∬b（5）ラ
（5十μd十λ，）7》β（5）ニλdア』（5），
（5十λd）Pc（5）＝λ57》■（5），
（5十陽）7》τ）（5）＝λ、7》B（5）十λd窺（5），
　　　　　　　　　　　　　　1アA（5）十Pβ（ε）十窺（s）十Pz）（5）＝一，
　　　　　　　　　　　　　　8
乙｛ω（孟）｝ニλsアβ（5）＋λ丑（5），
咽亡）｝一£｛ω（古）｝，
　　　　　　5
（2．16）
（2ユ7）
（2ユ8）
（2。19）
（2．20）
（221）
（2。22）
　前述したように，前提条件（7）により全体システムは時刻0において状態Aにあることは保証
されているので，初期条件として
　　　　　　　　　　　ω（孟）＝0，　　　　　　　　孟≦0
　　　　　　　　　　　私（0）一1，　　　　　　　　　　（223）
　　　　　　　　　　　Pθ（0）＝馬（0）ニPo（0）＝0．
　前提条件（5）より，危険事象が生起して速やかに回復する場合，肌→○○となるので，式（2．16）
から（2．22）より，
　　　　　　　　£｛卿）｝紬（舎＋告＋、告，＋，告、）．　　（z24）
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ただし，
　　　b・一μ釜＋4λ4λ、　δ・＋μ豊＋4λdλ、
λo　＝　　　　　　　　　，λ1＝　　　　　　　　　，　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　2
　　　2－b1み2　　μd＋λ8＋λdz41　＝　　　　　　z42ニ　　　　　　，　　　　　わ2　　，　　　　　δ2
　　　　　・42＋λ1z41　　　．42＋λO」41∠43＝一　　　　，z44＝　　　　，　　　　　μ豊＋4λdλ、　　μ菱＋4λdλ、
わ1＝陶＋2λ8＋2λd，
b2＝（λd＋λ、）（μd＋λ、）＋λ2．
式（2。24）より
　　　　　　　げ一W罫）苧（且・＋み2T＋且3e一短丁＋且4ε一hT）
と欺り，PT間隔平均危険事象率が求まる．
（225）
2．4。3　㌔及び陶とげとの関係
　本項ではλ4及び侮が式（2．25）に与える影響を考察する．図4は式（2．25）のω＊をλ、で割っ
て正規化した値と㌔及び陶との関係を示したものである，横軸に短［1／司，縦軸にω＊／λ、を表
している。また，配をそれぞれ0，10－8，10－6，10－4，10－2及び1［1／ん1とした．比較で用いた
パラメータは，PT間隔時間を約1年と想定してT＝104回とした．
　図4から，λd＞10｝2［1／ん1ではどの陶でもげ／λ，が1に収束していくことが観測される．この
結果から，ω＊の上限値はλ、になることがわかる，また，μ4に注目すると，μd≦10－6［1／ん」では
類似することがわかる・従って，Tニ104囮の場合で陶《10－4［1／ん1の条件下では，μ4望0と
した，すなわち図3において作動要求が完了しないモデルと同等とみなして差し支えないものと
考えられる．
2．4．4　状態Dからの回復に時間を要する場合
　前節ではm→○○と想定してω＊を導出した．しかし，実在するシステムに危険事象が生起する
と，回復にはある時間を要する．そこで，有限な回復率を持つ場合でのω＊を推定するために，連
立状態方程式（2。4）から（2．7）を差分連立状態方程式に変換して数値解析を行う．すなわち，
馬（オ十△亡）＝　（1一λd△孟一λ5ムオ）馬（オ）十μd△古砺（哲）十mムカPo（オ），
Pβ（オ＋△む）＝　（1一μ4ムオーλ、△古）砺（オ）＋λ4ムオ瑠（カ），
坊（オ十△亡）ニ　（1一λd△古）％（亡）＋λ、△古馬（オ），
砺（孟＋△古）＝　（1一肌△孟）砺（オ）＋λ、△古馬（オ）＋λdムオ％（亡）．
（2．26）
（227）
（228）
（229）
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10冒6
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　　　　ノ　　　　■　　　／
　　　／　　／
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／
／ ［1／h1
μd魂
μd＝1¢6二ニニニ
μd＝104……一．．．＿．
μd＝10－2
μd司0一一一　μd＝1一一
10’8 　一6　　　　　　　－410　　　　　10
　　　λd　ll／hl
10遭
図4λ4とμ4に対するω＊／λ、（Tニ1041ん］）
　さらに，式（2．12）及び（2．14）から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が　　　　　　　♂＝垢1璽二、、m費会璽
　　　　　　　　　　　　　丁　　　　△孟→o　　T
　　　　　　　　　　　1　／v　　　　　　　　　鯉引Σ｛λ・△碗（¢△孟）＋λd△島（¢△孟）｝・（・〈△亡《・）　（2・3・）
　　　　　　　　　　　　乞＝1
　ただし，オo＝0，オ活＋1＝ち＋△古，△哲＝T／Nであり，初期条件は式（2．23）で与えられる．差分
連立状態方程式（2．26）から（2，29）で得られた愚（孟）及び馬（オ）の値を式（230）に代入してω＊
の値を得る。
2．4．5　肌のω＊の推定に及ぼす影響
　m＝0の場合，図3はいわゆるマルコフ吸収過程になり，一度危険事象が生起すると全体シス
テムは再び稼働することができないことになる．m以外のパラメータT，㌔，陶及びλ、が等し
い全体システムのω＊の値について比較すると，m＝0の場合が最小の推定値を与える．その他の
mにおけるω＊の推定値は，肌＝0の場合とm→ooの場合をそれぞれ下限及び上限として与え
られる．従って，任意の回復率を持つ実在の全体システムのげは，それら上限と下限値の範囲内
に存在することになる．
　図5は回復率㎜→Ooの場合のω＊と肌＝0あ場合のものの差を前者で割って百分率にした
Di任eL≧λd及びμdとの関係を示したものである．横軸にλd［1／ん1，縦軸にDi鐸er。を［％】で表し
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図5λ4とμdに対するDiffbr．（T＝104囮）
ている．また，μdをそれぞれ0，10－8，10－6，10－4，10－2及び1［1／ん］とした．比較で用いたパ
ラメータは・SRSを連続モードのSIL1相当としてλ、＝10－5［1／ん］（表2参照）・PT間隔時間を
約1年と想定してT＝104圃とした．さらに肌＝0に対する式（2．26）から（2．30）において，
△亡二10『2［1／列とした。
　図5から，λd＝10－6［1／ん1の低作動要求率及びλ4＞10『1［1／ん1の高作動要求率では各完了率で
Di瑳er．は同じ値に収束していくことが観測される．これは，低作動要求率では危険事象そのもの
が生起しにくいためであり，一方で高作動要求率では作動要求が連続モードと類似になるためと
考えられる．
　以上の数値解析では，現実的にPTが半年から2年程度で行われることからT＝104囹として
計算したが，PT間隔時間が長くなるとSRSのDUフォールトは危険事象により検知される確率
が高くなる．このため，高作動要求率において高回復率を持つ全体システムのω＊と低回復率を有
する全体システムのそれとの差は拡がるものと考えられる．そこで，TとDi庄er．との関係につい
て考察する．
　図6は，図5と同様に㎜→Ooの場合のω＊とm＝0の場合のものの差を前者で割って百分率に
したDi昼er．と丁及びλ．との関係を示したものである．図において横軸にT［104ん］，縦軸にDi岱er．
を1％］で表している。また，λ、をそれぞれ10－5，10－6，10－7及び10－811／ん］とし，λd及びμdと
して図5においてDi任eLを最大にするλ4ニ1［1／ん】及びμdニ011／ん］を用いた，m＝0のω＊の
計算で用いた△亡は図5の場合と同様である．
　図6より，各λ、においてDi任er．がTにほぽ正比例し，その傾きはλ、＝10－5［1／司で約10［％］／2［104砿
λ、＝10－611／ん］で約2［％1／4［104ん］と，SRSのSILが高まるにつれDi貸eLが小さくなることが観
察される．これはλ、が小さいほど危険事象は生起しにくくなり，mの影響が小さくなるためであ
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図6Tとλ、に対するDiHbr．
る．規格においてλ，は10－5［1／ん］未満であることが要求される（表2参照）．同図より，現実に想
定しうる104回程度のTにおいては，式（2．25）のω＊と実在の全体システムのω＊の差は数1％】
以内に収まるものと考えられる．
2．5　作動要求モードとω＊の推定式
　前節までの検討結果を基に，マルコフ過程を用いたω＊の推定式として式（2．25）を提案する．
これは危険事象率を肌に関して最大に推定するが，危険事象発生から回復までに時間を要するよ
うな全体システムにおける厳密なω＊の推定値と比較しても推定誤差が数パーセント以下に収まる．
規格要求事項またはコスト負担の面からも，式（2．25）から得られたSILは過剰要求ではないと
考えられる．
　これを用いて，簡便にSRSにSILを割り当てる方法を表4に提案する．この表では，ω＊の推定
式は6種類に分けられ9種類の作動要求モードが提案されている（付録参照）．このうち，「低作
動要求率一短継続」，「高作動要求率一短継続」，「中作動要求率一長継続」，「高作動要求率一長継続」の
各モードにおける推定式は加藤らによる定常状態作動要求の場合の同様の各モードにおける推定
式に一致する［181．任意のリスク軽減目標に対して，以下の方法によりSILをSRSに簡便に割り
当てることができる．すなわち，
1．SRSを装備しない場合の全体システムの危険事象率を求める．（この危険事象率は，作動要
　求率煽と等価となる．）
2．許容できるリスクのレベル及び本レベル内で収めるべき危険事象率ω＊を決定する．
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表4非定常作動要求状態における自己診断のないSRSへのSI：Lの割り当てに関する作動要求
モード（ただし，0〈λ5T《1）
作動要求モード PT間隔平均危険事象率11／ん］
低作動要求率一短継続（㌔《1／Tand陶》1／T） 0．5λ3λdT
低作動要求率中継続（λd《1／Tand陶製1／T） 0．87λ8λdT
低作動要求率一長継続（λd《1／Tandμd禦0） λ8λdT
中作動要求率一短継続（λd望1／Tandμd》1／T） 0．37入3
中作動要求率一中継続（煽蟹配蟹1／T） 0．57λ5
　中作動要求率長継続（λd盤1／Tandμd蟹0）
作動要求率一短継続（λ4》1／Tandμd》1／T）
作動要求率一中継続（㌔》1／Tand陶鯉1／T）
作動要求率一長継続（λd》1／Tandμ4蟹0）
λ8
3．（1）で求めた危険事象率が（2）1決定したω＊よりも高い場合，表4から，作動要求モード
　などを勘案しながら，ω＊を許容できるリスクの率以下にするSRSの故障率λ、を算出する，
4。表2から（3）で算出したλ、を用いてSILを決定し，全体システムに当該SILをもつSRS
　を設置する．こうして，全体システムのω＊は，許容リスクのそれを下回ることになる．
2．6　おわりに
　本章では，IEC61508（JIS　C　O508）を実施する上で必要となる危険事象率の推定を行うため，
SRSに自己診断がない全体システムを想定し，非定常作動要求状態におけるPT間隔の危険事象
過程をマルコフ過程を用いてモデル化し，その定式化を行った，ここで導出されたPT間隔平均
危険事象率ω＊の推定式は，危険事象後の全体システムの回復が瞬間的に行われるm→○○の場合
であり，肌以外のパラメータが同様な全体システムの場合と比較して，げを最大に推定する．
　しかし，危険事象後の全体システムの回復に時間を有する場合でのω＊の推定値を数値解析で求
め比較を行った結果，現実的なPT間隔では双方の推定値の差は数パーセント以内に収まること
が確認できた，そこで，導出されたω＊の推定式を，マルコフ過程を用いたω＊の推定式として提
案した．さらに，規格の簡便な実施を可能とするために，提案式から作動要求モードと簡易的な
ω＊の推定式を示した．
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付録1マルコフ過程におけるω＊の導出
　本文式（2．17）から（2．20）より
　　　P汲（・）一（・＋、＋鑑柑，筈、絵薯（、＋μ1＋為＋，廿λ、））一1・
　さらに本文式（2．17）から（2．19）より
　　　　　　　　　　　　　　　λ3　　　　　λ4　　　　　　　　　PD（5）　＝　　　アβ（5）十　　　Pc（5）
　　　　　　　　　　　　　　5十m　　　　5十ηL
　　　　　　　　　　　　　一課蓋（、＋μ1＋為＋，’λ、）アA（・）・
　本文式（2．21），式（2．22），式（2．31）及び（2．32）より
　　　　　　　　　　　　　　　　s十m　　　　　　　　　£｛w（古）｝　＝　　　アP（5）
　　　　　　　　　　　　　　　　　5
　　　　　　　　　　　　　　　　λ、λd（3÷m）（25＋陶＋λ4＋λ、）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　52（53＋α52＋わ5＋C）
　　　　　　　　　　　　　　一λsλd（5／肌＋1）（28＋μd＋λ4＋λε）．
　　　　　　　　　　　　　　　　52（53／m＋α52／m＋わ5／隅＋C／m）
　ただし，
　　　　α＝μd＋2λ8＋㎜＋2λd，
　　　　わ＝（㎜＋λ己）（配＋λ、）＋m㌔＋λ4（煽＋皿）＋λ5（陶＋λ5＋肌）＋2λ8㌔，
　　　　c一ητλ4（μ4＋λ、）＋mλ護＋mλ、（μd＋λ、）＋λ、λd（μ4＋λ、＋λ4）。
　危険事象が発生した場合速やかに回復すると仮定すると，m→Ooとなり，
　　　　　　　　　　　　　　　　　λ、λd（2ε＋μd＋λd＋λ、）　　　　　　　　　　　　乙｛VV（オ）｝ニ　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　52（52＋δ’5＋♂）
　　　　　　　　　　　　｛　　　　　　　　　　　　　　わ’＝μ己＋2λ、＋2λd，
　　　　　　　　　　　　　　・’ニλd（μd＋λ、）＋λ菱＋λε（μ4＋λ、）．
　ここで
　　　　　　　　　　　　　52＋b’8＋C’ニ（5＋λ。）（5＋λ、）
と置き，さらに
　　　　　　　　　　　　　　　　　イ41　z42　z43　　、44　　　　　　　　　　　£｛w（オ）｝＝’r＋7＋，＋λ。＋5＋λ1
とすると，式（2．34）及び（2．36）より
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2一わ’142　　　　　　　　　　　　　　z41：＝　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　♂
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（2。31）
（2。32）
（2．33）
（2．34）
（235）
（2。36）
』44
且2一μd＋λ3＋λd
　　　　　　♂　　　，
　　　且2＋（わ’一λ0）且1
∠43　＝
　　　　　λ0一λ1　　，
　　　碗＋（わ’一λ1）且1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　λ1一λ0
　また，式（2．35）より，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ’＿v両　　　　　　　　　　　　　　λ0　＝　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ’＋面　　　　　　　　　　　　　　λ1　＝　　　　　　　　7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2
が得られるので，6’＝δ1，c’＝わ2と置き直すと，
　　　　　　　　乙｛肺）｝一楠（禽＋睾＋，告。＋，告1）・
　ただし，
　　　　　　　　　λ。ニδ・一雇，λ1＝δ・＋〉瓢，
　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　　　2－61／12　　μ4＋λε＋λd　　　　　　　　z41＝　　　ラz42＝　　　　，　　　　　　　　　　　　　　b2　　　　　　　わ2
　　　　　　　　　　　　オ2＋（わ1一λo）凶1　　孟2＋（わ、一λ1）．41　　　　　　　　メ43　＝　　　　　　　　　，z44＝　　　　　　　　　　　　　　λ0一λ1　　　　　　　　λ1一λ0
　　　　　　　　　わ1＝μd＋2λ3＋2λd，
　　　　　　　　　わ2ニλ4（μ4＋λ、）＋λ菱＋λ5（μd＋λε）．
こうして，本文式（2，24）が得られる．
，
（2．37）
付録2簡易式の導出について
　表4に示す簡易式の導出方法については，表の各場合における条件（例えば，低作動要求率短
継続においては（λd《1／T，侮》1／T））及びλ、T《1を式（2．24）及び（225）に代入すること
により求めることができる．近似条件を近似式の展開のどこで用いるかにより最終的に得られる
近似式が変わることがあるので注意が必要である．例として，低作動要求率一中継続作動要求モー
ドの導出過程を以下に示す．
　モード条件＝λ、，λd《1／T，μd製1／T．
　モード条件より，
　　　　　　　　　　　　　　　轟磐μ4．　　　　　（238）
　α≡λ4＋λsとおくと，式（224）の係数、44は，．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　。42十λo141　　　　　　　　　　　　　　∠44＝　　　　　　　　　　　　　　　　　轟
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・42十λ0／41
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鯉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　陶
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2－blz42　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　z42十λ0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　　　62
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μd
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2λ0　　61／12λo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　z42十一一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　δ2　　　わ2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ4
式（2．24）のλoに式（2．38）を代入すると，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　λ0　製　λ5十λ4＝α．
式（2．39）に式（2．40）及び、42＝（μ4＋α）／62を代入すると，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2b・δ2＋2αわ2一わ・（μ4＋α）（わ・一μ己）
　　　　　　　　　　　　　五4製　　　　　2罎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μd
　　　　　　　　　　　　　　　　一舞＋2わ1δ2一わ1（編α）（わ1『μ4）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μd
　　　　　　　　　　　　　　　　　　α2b162－2αδ1（μd＋α）
　　　　　　　　　　　　　　　　＿房±　　2確
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μd
上式にモード条件を考慮すると，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　z44製　－・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ4
式（2．24）の他の係数についても同様に，
　　　　　　　　　　　　　　　　　λ1禦　μ4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　z41望　一　　　　　＝一一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（λ4＋λ3）2　α2ラ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　ば42能　　　　　＝一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　λ4十λ8　α，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　z43盤　　　　　　＝一．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（λd＋λ5）2α2
式（2．40）から（2．45）を式（2，25）に代入して，
　　　　　　　　　　直劉一暢・ヂ・驚Tl
　　　　　　　　　　　　苧臣珊一∬＋繧）2｝＋罎」
　　　　　　　　　　　　蟹0．87λ3λ4T．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21
（2，39）
（2．40）
（2．41）
（2．42）
（2．43）
（2．44）
（2．45）
（2．46）
3　順序依存形故障論理を用いた非定常作動要求状態における安全関連系
　　の安全度水準評価モデル
3．1　はじめに
　本章では，自己診断がないSRSについて，非定常作動要求状態における危険事象過程を順序依
存形故障論理を用いてモデル化・定式化し，平均危険事象率推定式を導出する．
　このような導出方法については，加藤らがSRSに自己診断機能がなくPTによってのみ修復さ
れ，かつ作動要求が定常状態の場合に対して，順序依存形故障論理を用いた危険事象モデルを定
量化して危険事象率を計算するためのアルゴリズムを提案している［17，181．順序依存形故障論理
とは，出力事象の生起が入力事象の発生順序にも依存する最小カット優先AND構造を用いて入出
力の関係をモデル化する手法であり［231，人間一ロボットシステム等に応用されている［23，24，25】，
　また，川原らはSRSのフォールトに対して自己診断があり，その検出により修理が行われる場
合のSRSの故障，定常作動要求状態及び危険事象の関係を，順序依存形故障論理と状態遷移モデ
ルとによってモデル化及び定式化している［19，20，211．その結果，両モデルから得られる危険事
象率推定式は一致することが示されている［19，20，21］．
　さらにここでは，両モデルで得られた推定式の差異を考察することにより，それぞれのモデル
の妥当性を検証する．
　以下に本節にて使用する記号を定義する；
Qd（オ）全体システムが時刻オで作動要求状態にある確率
㌔11／司　時刻ヵにおいて作動要求状態でない条件下で，時刻孟における単位時間当たりの作動要
　　求の発生確率（作動要求率〉
陶［1／ん】時刻むにおいて作動要求状態の条件下で，時刻昌こおける単位時間当たりの作動要求の完
　　了確率（完了率）
λ、［1／司SRSの危険側故障率（以下，単に故障率という，）
丁圃定められたPT間隔時間
ω乞（オ）［1／ん］時亥賢での論理（i）（ただし・乞二1，2）による危険事象率（次節参照）
ω（オ）［1／ん］時刻古での論理（1）及び（2）による危険事象率の合計
ω＊ 1／ん］ω（ヵ）をPT間隔時間丁にわたって平均したPT間隔平均危険事象率
古，唄ん】時間のパラメータ
　このうち，㌔，μd，λ、，Tは前章で用いたものと同じである。
3．2　全体システムの構成と順序依存形危険事象論理
　全体システムの構成及びSRSの機能については，前章と同様である．
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Hazardous　Event Hazardous　Event
Priority　AND　gate
RS　Failure　　　eman
　　　　（a）Logic（1）
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　　　　（b）Logic（2）
図7順序依存形故障論理
　このように簡易化した全体システムにおける危険事象論理は，優先ANDゲートを用いて図7の
ように表現される［17，211．本図から以下の二つの危険事象論理が成り立つ。すなわち，
　1，「DUフォールト・作動要求」論理：SRSのDUフォールト時に，作動要求が生じて危険事
　　象が生起する。（以下，この危険事象論理を論理（1）という．）
　2．「作動要求状態・故障」論理；作動要求状態時に，SRSに故障が生じて危険事象が生起する。
　　（以下，この危険事象論理を論理（2）という．）
3。3　危険事象率の定量化
　本章では，前述した論理（1）及び（2）を用いて危険事象率推定式を導出する．まず前提条件
は以下の通りである．
　1．作動要求と故障は，相互に統計的に独立である．
　2．作動要求の発生と完了は，作動要求率㌔及び完了率陶を持つ指数分布でモデル化できる．
　3．SRSの故障は故障率λ、をもつ指数分布でモデル化され，当該危険側フォールトはPTまた
　　は危険事象により検知・修復されるまで継続する．すなわち，故障はDUフォールトのみを
　　もたらす，また，0くλ、T《1が常に成り立つ．
　4．危険事象が生起した場合，全体システムは速やかに回復する，作動要求状態にあっても危険
　　事象が生起しない場合，SRSは機能していることが証明される．
　5．PT間隔平均危険事象率ω＊はω＊《1［1／ん1を満たす。
　6．PTにより，いかなるDUフォールトも検知され，SRSは新品同様に回復する．
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図8論理（1）による危険事象の生起
7。PT時にEUCを停止して保全する．すなわち，PT時に作動要求は生じず，従って，危険事
　象も生起しない，また，全体システムが新品同様の状態になった時点をPT終了時とし，こ
　のとき全体システムの運用を開始する．
　前提条件（3）のλ、の条件は，SRSに対する規格要求λ、＜10－5［1／ん］を根拠としている［3，4］・
また，前提条件（7）が従来の研究117，18，211と異なる，さらに，前2章の前提条件と異なるの
は，前提条件3及び4である．
3．3．1　論理（1）における危険事象率推定式
　SRSの故障，作動要求（Demand）及び危険事象（H．E．）の時間推移を図8に示す．本章では，
図8に示すように，あるPTが完了した時刻すなわち全体システムが稼働し始めた時刻オoから次
回PT開始までの時刻オo＋TまでのPT間隔におけるリスク，すなわち危険事象率の推定を行う．
　図8中，時刻砺は，あるPT間隔（亡o，亡o＋T］を十分に大きい数Nで等分した時の，ある時刻を
表しており㌔＝古o＋η△亡（η＝1，2，3…，ノV），△古＝T／ノVである．またJo＜砺くちく砺く孟o＋T
が常に成り立っ，
　図8より，まず微小時間（ち一△孟，朔でSRSの故障が発生してDUフォールトとなり，次に同じ
く微小時間（砺一ムオ，胡で作動要求が発生して，危険事象が全体システムに生起する、その後，前
提条件（4）により全体システムは速やかに回復する．また，前提条件（2）及び（3）よりSRSの
故障及び作動要求は指数分布を仮定しているので，微小時間（ち一△孟，司でそれらが2回以上発生
する確率はo（△古）である［26］，従って，危険事象も当該微小時間で2回以上発生する確率はo（ムォ）
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となる．即ち，
　　　　　　　P7｛（ち一△孟，司で危険事象が発生｝＝ω1（励△む＋o（△む）　　　　　　　（3．47）
と書けるので，
　　　　　　　　　　　　ゑ　　　　　　ω1（ち）△孟＝ΣP7｛（ち一△哲，胡で発生したSRSの故障がちまでは
　　　　　　　　　　　ゴ＝1
　　　　　　　修復されておらず，かつ馬一△亡，ち一△司で作動要求状態でない
　　　　　　　条件下で（古乞一△亡，司において作動要求が発生する｝，　　　　　　　　　（3，48）
　ここで上記の記述を以下のような記号に置き換える．すなわち
　　　　　　Ub　；ち一ムオでSRSがDUフォーノレトでない，
　　　　　　U1：（ち一△舌，朔でSRSに故障が発生する，
　　　　　　U2：SRSのDUフォールトがちまで修復されない，
　　　　　　U3：馬一ムォ，ち一△亡1で作動要求状態にない，
　　　　　　U4：時刻ち一△古以降の最初の作動要求が（孟仁ムォ，伺で生ずる．
すると，前提条件（1）より，UOと硫，砺とU4，U1と砥，U1と砿，U2と砥及びU2とU4
とはそれぞれ相互に独立，さらに前提条件（3）よりP7｛U21Uo∩U1∩U3∩U4｝＝1であるから，
　　　　　　　　　　　　　　づ　　　　　　　　ω・（舌¢）△孟一ΣP7｛U・∩U・∩碗∩砥∩砺｝
　　　　　　　　　　　　　ゴ＝1
　　　　　　　　　　　　　　ゑ　　　　　　　　　　　　一ΣP7｛U・｝P7｛U・岡P7｛砥｝P7｛砿IU3｝・　　（3・49）
　　　　　　　　　　　　　ゴ；1
　P7｛Uo｝は時刻ち一△む以前に発生した最後の作動要求が時刻砺で完了し，SRSが時刻砺から
時刻ち一△亡まで故障しない確率であるから，前提条件（3）より
　　　　　　　　　Pγ価｝一ε一λ鵡一△む一孟κ）一ε一λ5（ゴーκ一1）△処1．　　　　（3．50）
　ここで，
　　　　　　　　　　　　　　P7｛UIlUo｝＝λ、△古。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3，51）
　次にU3を以下のように置き換える．すなわち，
　　　　　　　　　P7｛砥｝≡P7｛U三∩Uぎ｝＝P7｛U三｝P7｛U三／U三｝．
ただし，
　　　　　　　　　　　U善：ち一△古で作動要求状態でない，
　　　　　　　　　　　U三’：オ¢一△亡まで作動要求が生じない．
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　ここで記号の定義よりPバ碍｝＝1－Qd（ち一△ヵ）・PバU紹U紆は時刻砺から時刻ち一△古まで
作動要求が発生しなかった条件下で，引き続き時刻ち一△ヵまで作動要求が発生しない確率である
から
　　　　　　　　　　　Pr｛U3｝　＝　P7｛U善｝P7｛U§’IU§｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e一㌔（カrムオーω
　　　　　　　　　　　　　　　ニ（1－Qd（ち『△孟））e一λd（オゴー△尻κ）
　　　　　　　　　　　　　　　一（1－Qd（亡ゴー△亡））ε一λd（む歪一むゴ），　　　　（3。52）
　また，
　　　　　　　　　　　　　　　　P7｛U41硫｝＝λ4△古．　　　　　　　　　（3。53）
　式（3，49）から（3．53）より，
　　　　　　　　　　　　　　ゑ　　　　　　　　ω、（孟乞）△ε一Σλ、△古（1－Qd（亡ゴームオ））e『λd（オ乞一むゴ）λ己△哲・　　　（3，54）
　　　　　　　　　　　　　ゴ＝1
　ち＝む，ち二脱とおき，さらに！〉→Ooとすると
　　　　　　　　　　　ω・（オ）一磨λ（1－Qd（u））e一㌔（亡一鉱）4肱　　（3・55）
3．3．2　論理（2）における危険事象率推定式
　SRSの故障，作動要求（Demand）及び危険事象（H．E．）の時間推移を図9に示す．図8と同様
に古冗＝哲o＋η△咲π＝1，2，3…，N），ムオ＝T／1Vである．また，オo＜ちく砺く亡o＋Tが常に成り
立っ．
　図9より，まず微小時間（ち一△古，胡で作動要求が発生して作動要求状態となり，次に同じく微
小時問（な一△孟，司でSRSが故障して危険事象が全体システムに生起する．その後，前提条件（4）
により全体システムは速やかに回復する．前節と同様に，
　　　　　　　　P7｛（古乞一ムォ，司で危険事象が発生｝＝ω2（勾△孟＋o（△古）．　　　　　　（3．56）
　さらに，
　　　　　　　　　　　　ゑ　　　　　　　ω2（古琶）△む＝ΣP7｛（ち一△孟，朔で発生した作動要求がちまで完了せず
　　　　　　　　　　　　ゴ＝1
　　　　　　　1ち＿△亡，ち＿△司でSRSがDUフォールトでない条件下で
　　　　　　　（孟乞＿ムォ，醐でSRSが故障する｝。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3・57）
　記号を，
　　　　　　　　Eo：時刻ら＿ムォで作動要求状態でない，
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SRS
Demand
P．T． Time　between　PTsP． ．
　　　　　H．E．
　　　　　　　　　オ。　　　i孟ノ　iオ戸。＋丁
　　　　　　　　　　　　　　　　孟．一△∫　　∫一△孟
　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　’
　　　　　　　　　　図9論理（2）による危険事象の生起
　　　　　　E1：（ち一△診，朔で作動要求が発生，
　　　　　　E2：当該作動要求がちまでは完了しない，
　　　　　　E3　：1ち一△孟，オ乞一△司でSRSはDUフォーノレトでない，
　　　　　　E4：（孟乞一△孟，司でSRSが故障する，
と定義すれば，前提条件（1〉より，EoとE3，EoとE4，E1とE3，E1とE4，E2とE3及びE2
とE4とはそれぞれ相互に独立なので，式（3．57）は，
　　　　　　　　　ゼ　　　　ω2（哲乞）△孟一ΣP7｛E・∩E・∩E2∩E3∩E4｝
　　　　　　　　　ゴ＝1
　　　　　　　　　ぢ　　　　　　　　一ΣPT｛E・｝P7｛E・IE・｝P7｛E21E・∩E・｝Pr｛E3｝P7｛E41E3｝・　（3・58）
　　　　　　　　　舛1
　ここで，
　　　　　　　　　　　　P7｛Eo｝一1－Q鵡一ムオ），　　　　　　　（3・59）
　　　　　　　　　　　　．P7｛EllEo｝＝λ4ムオ，　　　　　　　　　（3・60）
　　　　　　　　　　　　P7｛E21E。∩E、｝一θ一μ漁一古ゴ）．　　　　　（3．61）
Failure
1 『 昼
Nomnal　l量 11 E 1
State　　I【 1S 1 1 1
1 1 1
1 1 ！
　　　　　　　　lon．Demand　i DU　Fa
　　　　　【tate　　l
1 1
nd
！，↑　1
［ 置 8 k　　　　　　　　lemand　　　I
State　　　　l濫 11 嬬 1 Hazard
1 1 1
1 篠 1 Even
　　　　　Iomal　I
State　　I1 1E． 1
1 1 1
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　次にE3である確率をもとめる．まずE3を以下のように置き換える．すなわち，
　　　　　　　　PT｛E3｝≡PT｛瑞∩Eぎ｝一P7｛E§｝Pr｛EぎIE§｝，
ただし，
　　　　　　　　E§　：（ち一ムオ，ち1でSRSがDUフォーノレトでない，
　　　　　　　　環　：時刻砺一ムォまで故障しない．
　もし時刻ち一△孟でSR，SがDUフォールトの場合，この時点で危険事象が生起してしまい，これは
論理（1）に該当する．また，故障と作動要求が微小時間内に両方発生する確率はo（△哲）となるので
これを無視し，本論理においては当該時刻においてSR，SがDUフォールトでない場合のみを考慮す
る．すると，Pべ磁｝＝1，さらに前提条件（4）より作動要求が発生した（ち一△ヵ，朔において危険
事象が生起しなかったことでSRSの正常状態が確認できるのでPバ瑠1現｝＝ビλ轟一ムオー（古ブムε））・
従って，前提条件（3）より，
　　　　　　　　　P7｛E3｝一P7｛E§｝P7｛EぎIEゑ｝一ε一λ・（オ乞一古ゴ）
　　　　　　　　　　　　＝ε｝λ8（乞一ゴ）△処1．　　　　　　　　（3．62）
　また，
　　　　　　　　　　　　　P7｛E41E3｝＝λ5△古。　　　　　　　　　（3．63）
　式（3。58）から（3．63）より
　　　　　　　　　　　を　　　　　　　ω2（オ乞）△亡一Σ（1－Q己（孟ゴー△古））λ己△古ε一μd（励）λε△亡・　　・（3・64）
　　　　　　　　　　　ゴニ1
　ち二古，ち＝uとおき，さらにN→OQとすると
　　　　　　　　　ω2（孟）塾λ4（・一Q4（脱））ε一配（㌦　　　（365）
3．3．3　PT間隔平均危険事象率
　論理（1）と（2）は相互に排反であるから，式（3．55）及び（3．65）からω（古）は，
　　　　　　　ω（亡）＝ω1（哲）＋ω2（古）
　　　　　　　　　一かλ（1－Q4（鋤））（ε一㌔（亡一）＋沖）脚　（366）
任意のPT間隔（孟o，舌o＋T】におけるω＊は，
　　　　♂一卑）辱鷹（1一一一）＋一）一67）
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表5非定常作動要求状態における自己診断のないSRSへのSILの割り当てに関する作動要求
モード（ただし，0＜λ3T《1）
作動要求モード PT間隔平均危険事象率［1／ん1
低作動要求率一短継続（λ4《1／Tandμd》1／T） 0．5λ5λdT
低作動要求率一中継続（λd《1／Tandμ4禦1／T） 0．87λ8λdT
低作動要求率一長継続（λd《1／Tandμd望0） λ5㌔T
中作動要求率一短継続（λd賀1／Tandμd》1／T） 0．37λε
中作動要求率一中継続（㌔製陶蟹1／T） 0。57λ8
　中作動要求率長継続（λd蟹1／2「andμd製0）
作動要求率一短継続（λd》1／Tand陶》1／T）
作動要求率一中継続（短》1／Tandμd望1／T）
作動要求率一長継続（㌔》1／Tand陶型0）
λ3
　前提条件（6）より，各PT閲隔における危険事象過程は同様になるので亡oニ0としても一般性
を失わない．時刻財において作動要求状態にある確率Qd（％）は［27］，
　　　　　　　　　　　　Qd（賜）一λd（1一ε一（λd＋μ4）勉）．　　　　（3．68）
　　　　　　　　　　　　　　　　λd十μd
　式（3．67）及び（3．68）より，
　　　　♂一染鷹（1－Q4（u））＠胴＋一圃）舷
　　　　　　一～（・λ、（λ、肇μ、）丁篭誰謬＋μ、（λ、筆μ、）〆（㌔畑）T）・（369）
3．4　作動要求モードとω＊の推定式
　式（3．69）と前2章表4の各パラメータ条件を用いて，ω＊の簡易推定式を導出し，表5に示し
た，表5から，作動要求モードとω＊の簡易推定式は表4と全く一致することがわかる．
3．5　マルコフ過程によるω・との比較
　式（2．25）は㌔，陶等の各パラメータには条件を与えずに導出されているため，ω＊の厳密な推
定値と考えられる。ここで，λ、《㌔及びλ、《陶を式（2．25）に考慮すると，
　　　戯（・λ、（λ、肇μ、）丁篇野＋μ，（λ、望μ、）丁幽畑）T）・（37・）
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　以上より式（3．69）と一致する．これは前述した順序依存形故障論理による導出で用いた前提条
件（3〉中の0＜λ、《1によるものと考えられ，同じ条件を用いて導出された表4と表5が一致
することからも推測できる．式（3．70）の導出で用いた条件λ、《㌔及びλ、《陶から，順序依
存形故障論理で取り扱った全体システム（0＜λ，《1が成り立つシステム）はBCSの作動要求
率がSRSの故障率よりも大きい，つまりBCSがSRSよりもSILが低い一般的なシステムを想定
したことがわかる，
3．5．1　マルコフ過程による推定値との差異
　式（2．25）と式（3．69）との差異を検証する．同一のパラメータ値に対して，式（3．69）と式（2．25）
から得られるω＊の値を比較したものが図10である。図において横軸に作動要求率㌔［1／司，縦
軸に式（3．69）から得られるげから式（2．25）によるω＊の値を引いて前者の値で割って正規化
した比率（Di廷er．）を［％】で表している。ここでは，作動要求の完了率陶をそれぞれ10－4，10－3，
10－2，10『1及び1［1／ん］とした．また，SRSのSILをSIL1相当と仮定しλ、＝10－511／ん］，PT間
隔時間を約一年と仮定してT＝104囮とした，
　まず，λd＝0，01［1／ん1以上の作動要求率ではどの完了率μdでもDigeLが0．5［％］以下と非常に
よく近似している．これは，式（3．70）の導出の際に用いたλ、《㌔の条件が成立する範囲であ
り，この条件下では式（3．69）の近似精度は高いものと考えられる。一方で，λd＝10｝3［1／ん1以
下の作動要求率でλdがλ、に近付くとDi昼er。が大きいが，λdニ10｝4［1／ん1で約31％】であり，SIL
が一段階変化する一桁の幅に比べて十分に小さい値であると考えられる．
　以上の数値解析では，現実的にPTが半年から二年程度で行われることからT＝104囮として
計算したが，PT間隔時間が長くなるとSRSのDUフォールトは危険事象により検知される確率
が高くなる，このため，低作動要求率の全体システムにおいては，条件λ、《短から外れるため，
式（3．69）と式（2．25）との差異は拡がるものと考えられる，そこで，TとDi貸er．との関係につ
いて考察する．
　図11は，図10と同様に式（3．69）と式（2．25）の差を前者で割って百分率にしたDi姦er．と丁
及びλ、』との関係を示したものである．図において横軸に丁回，縦軸にDi狂er．を［％］で表してい
る，また，λ、をそれぞれ10－5，10－6，10－7及び10－8［1／ん］とし，㌔及びμdとして図10におい
てDi窪er．を最大にするλ4＝10－4［1／ん1及びμd＝10一411／ん1を用いた・
　図11より，Tが大きくなるほどDi伍er．が一定値に漸近することが観察される．これは式（3．69）
と式（2．25）に注目すればわかるように，Tが十分大きな値になると過渡項の影響が小さくなり，
定常項による影響が大きくなるためである．また，この差異はSRSのSILが高まるにつれ小さく
なることが観察される．これはλ、が小さいほど危険事象は生起しにくくなり，λ、と㌔の条件に
よる影響が小さくなるためである．以上の結果及びSRSに対する規格要求λ、＜10－5［1／ん1より，
式（3．69）のω＊はSILが一段階変化する一桁の幅に比べて十分に小さい値であるので率算出への
実用性は十分であると考えられる．
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3．6　おわりに
　本章では前2章と同じ全体システムを想定し，順序依存形故障論理を用いて危険事象過程をモ
デル化した．次に，これに基づきSRSの故障率，PT問隔時間，作動要求率，完了率及びPT間
隔平均危険事象率ω＊との関係を定式化した。さらに袖，陶及びTの関係を用いた簡易的なω＊
の算出方法を示した．この結果，作動要求モードとω＊の簡易推定式はマルコフ過程を用いて導出
されたものと一致することがわかった，
　また本章では，前2章にて得られた危険事象率推定式との比較を行なった．その結果，一般的
なPT間隔において，低作動要求率では両モデルの差が大きくなるものの，SILが一段階変化す
る一桁の幅に比ぺて十分に小さい値であることがわかった，また，PT間隔が長い場合でも，規
格で要求されているSRSの故障率ではSILが一段階変化する一桁の幅に比ぺて十分に小さい値
であることがわかった．これらの原因として，順序依存形故障論理による導出で用いたλ、の条件
0＜λ、《1によるものと考えられる．この条件は，BCSからの作動要求率がSRSの故障率より
も大きいことを示しているが，一般的なシステムではこの条件が成り立つこが多い．従って，一
般的なシステムではより計算の容易な順序依存形故障論理で導出した推定式を使用できると考え
られる．
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4　κ一〇ut－of一ηシステムの特性
4．1　はじめに
　機器の信頼性を高める方法の一つに，設計，仕様等の改善がある．本方法は機器そのものの信
頼性の向上を目的とし最も理想的であるが，時間的，開発コスト的な要求により制限される場合
が多い．現存する機器を用いて信頼性を高める有効な手段として，システムの冗長化がある．本
方法は，複数の要素によりシステムを構成し，1つ又は複数の要素が故障してもシステムとして正
常に機能することを目的としたもので，JIS　Z8115では，「規定の機能を遂行するための構成要素
又は手段を余分に付加し，その一部が故障しても上位アイテムは故障とならない性質」と定義さ
れている116］，この冗長系の一つにκ一〇ut－o£πがある・本システムは，「η個の構成要素中，κ個が
正常に動作していれば，系は正常に動作するように構成してある冗長』であり［16】，船舶や旅客機
のエンジン等様々な場所で用いられている［28，29，30，31，32］．また，このような構成方法は液晶
モニター等の電子機器の分野でも実用化されており［33，34，35，361，近い将来E／E／PE　SRSにも
応用されるものと考えられる．そこで，本章ではまずκ一〇ut－ofπシステムを待機・冗長の2ケー
ス1；ついて，理論的に考察を行い，その特性を明らかにする・
　本章で使用される記号を以下に記す，
λ．、　要素の稼働中の故障率
λ、，　要素の待機中の故障率
μ、　要素の修復率
κ　κ一〇ut－0鋤システムのおける要素の最小稼働数
π　κ一〇ut－0餓システムの要素の総数
P　　各システムの停止状態，P＝η一κ＋1
M　　推移確率行列
MR　信頼度に関する推移確率行列
Ro（6）
σo（カ）
R（孟）
雌）
A（・・）
λ（オ）
∫（孟）
要素の信頼度関数
要素の保全関数
各システムの信頼度関数
各システムのアベイラビリティ
各システムの定常アベイラビリティ
各システムの故障率関数
各システムの故障確率密度
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4．2　κ一〇ut－o£η待機システムの概要
　まずκ一〇ut－0餓待機システムを考察する．本節では要素の待機中の故障は無視できるものと見
なして，λ、．＝0とする．κ一〇ut－o餓待機システムは「κ個の構成要素が規定の機能を遂行してい
る間，切替えられるまで予備として待機している構成要素をもつ冗長」と定義される［161．
　図12はκ一〇ut－of一π待機システムのモデルを示す．同じ要素％個のうちκ一〇ut－o翫多数決選択ス
イッチにより任意にκ個を選んで動作させるシステムである．また，残りπ一κ個の要素は待機
状態であり，動作中のκ個の要素のうち1個が故障すればただちに他の要素に切り替えられ稼働
を始める。ん個の選び方は任意とする．また，同時に2個以上故障しないものと仮定し，要素の信
頼度関数Ro（古），保全関数σo（古）は指数分布に従うものとし，次のように表す．
　　　　　　　　　　　　　　　R。（舌）一e一λT・古　　　　　　　（4．71）
　　　　　　　　　　　　　　　σ。（古）一e一μ・亡　　　　　　　　（4．72）
　またη個とも全て同じなので故障率λ．、，修復率μ，は同一とする．システムの停止状態は状態P
とする．今，π個の要素がありそのうちκ個を使用しているので，残りπ一κ個故障してもシステ
ムは正常に動作する．それからさらに1個故障すればシステムは故障する．よって，．D＝π一κ＋1
である．
4．2．1　保全を考慮しない場合
　η個のうち常時κ個が稼働中で，しかも故障率λ．、であるから，次のような行列で状態の推移が
示される。
M＝
Eo
E1
Eo＿1
EP
五10 E1
1一κλT5△む　　κλT3△古
0
0
0
E2
0
1一κλγ5△古κλ75ムオ　0
0
Eρ＿1 Ep
0
0
1一たλr8△む　κλ75ムオ
0 1
（4，73）
ここで場は故障数¢，ムォは微小時間を表す．状態Eo，＿，Ep＿1にとどまる確率の和がシステム
の信頼度となるから，上の推移行列を微分方程式に直すと，
　　　　　　　　輪（む）　　　　　　　　　　　＝　一κλγs瑞（古）
　　　　　　　　d孟
　　　　　　　　鵡（オ）　　　　　　　　　　　＝一κλ75鳥（孟）＋κλτ5疏＿1（オ）乞＝1，…，・D－1
　　　　　　　　　砒
　　　　　　　証b（古）　　　　　　　　　　　＝κλT5砺＿1（オ）　　　　　　　　砒
34
となる。ここで，鳥（む）は状態域にある確率を表す。瑞（古）を求めると，
　　　　　　　　　　　　　　　瑞（古）一e一んλ7・孟
次に，ラプラス変換を用いて且（哲）を求めると，
　　　　　　　　　　　　　　P1（舌）＝κλ75亡ε一κλ7・亡
これをP－1まで繰り返すと，
　　　　　　　　　　　　　＿　（κλγ5舌）琶＿kλT、ε
　　　　　　　　　　疏（孟）　一　　　　　ε　　　乞＝0，．、．，P－1　　　　　　　　　　　　　　　　乞！
ただし上式を得る時，初期条件として瑞（0）＝1，一P1（0）＝巧（0）＝…＝砺（0）＝0を用いた．
R（孟）＝珊（オ）十P1（孟）＋…十Pb＿1（孟）より
　　　　　　　　　　　　　　　　P－1（κλ75孟）ゴー繊γ、f
　　　　　　　　　　　　　R（オ）一Σ　　ε　　　　　　　　（4，74）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ！　　　　　　　　　　　　　　　　ゴー0
となり，ポアソン累積分布となることがわかる，こうしてMTBFは
　　　　　　　　　　MTBF一倉（オ）4亡一悉一η需1　　（475）
このとき，アベイラビリティ攻孟）はこのシステムの信頼度R（オ）そのものであることに注意する，
　また，故障確率密度は乗（4．74）を微分して，
　　　　　　　　　dR（古）　　　　　∫（カ）＝一　　　　　　　　　　4孟
　　　　　　　一一｛（一臨轡客（警）ゴ＋囲翼（讐）ゴゴ弓
　　　　　　　一｛輪｛翼（禦L舞（禦）ゴ｝
　　　　　　　一（んλT8）P亡ρ一・ε一　亡　　　　　　　（4．76）
　　　　　　　　　r（P）
となり，ガンマ分布となることがわかる．式（4．74），式（4，76）より
　　　　　　　　　　　　　　　　ノ（オ）　　　　　　　　　　　　λ（オ）＝一、　　　　　　　　　　　　　　　　R（亡）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（κλ75）PオP一1ε論λ7s亡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ一1（κλT3亡）ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　「（P）e螺Σゴ！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブ＝0
　　　　　　　　　　　　　　　　　（κλT5）P孟P－1
　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　（4。77）　　　　　　　　　　　　　　　　　　P－1’（κλ75孟）ゴ
　　　　　　　　　　　　　　　　「（P）Σ　ゴ！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ＝0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　35
ここで，
4λ（む）
砒
（κλT、）P　d　　　亡P－1
「（D）砒　D㎜1（κλ75亡）ゴ
　　　　　　Σ
　　　　　　　　　ゴ！　　　　　　ゴ＝0
（κ輪鮮｛舞（撃（P－1）一罵（κ㌻剖
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r（P）｛嵩（κ響
κλ．、＞0，r（P）＞0，哲≧0，P－1≧ゴより，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　dλ（古）　　　　　　　　　　　　　　　　　　一＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　砒　　一
　となり，故障率は単調増加であることがわかる．
4．2．2　事後保全を考慮した場合
　次に事後保全を考慮した場合を考える，前節と同様に保全員1名もしくは1グループで1個の要
素に対して保全を行い，その修復率μ5は同一とする．図13は事後保全を考慮した場合のシャノ
ン線図を示す．この図で乞は要素の故障数を表し，状態0，．．．，P－1ではシステムは正常である，
推移確率行列Mは
M＝
　Eo
1一κλ73ムオ
　μ3△古
0
0
　　E1
　　κλ7εムオ
1一（κλ7、十με）ムオ
0
E2
　0
κλ75△古　0
Ep＿1 Ep
　O
　O
　　1一（κλ7、十μ3）△孟　κλTS△古
0　　　　　μ5△五　　　　　1一μ5ムオ
（4．78）
この行列Mから状態方程式を構成する．
　　　齢（オ）　　　　　　　＝一κλγ、∫b（古）＋μ，Pl（孟）
　　　　砒　　　鵡（孟）　　　　　　　＝一（κλγ、＋μ，）疏（孟）＋κλ7、疏＿1（オ）＋μ轟＋1（古）乞＝1，＿，P－1
　　　　砒　　　4砺（亡）　　　　　　　＝一με砺（亡）＋κλ，、Po＿1（孟）
　　　　d孟
この微分方程式を解いて，昂（オ）を得ると，アベイラビリティA（む）は次式で与えられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　・4（オ）＝1一砺（孟）
（4，79）
（4．80）
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定常状態における状態方程式は，微分項を0にして
　　　　　　0　＝一んλ75∫も十μεP1
　　　　　　0一一（κλγ、＋μ、）鳥＋κλ．、月一、＋μ，月＋、¢一1，＿，P－1　　　（4・81）
　　　　　　0　＝一μ5Pわ十κλTεPb＿1
定常アベイラビリティ．A（oO）は，式（4．81）の各方程式を¢の小さいほうから順に加えて，さらに
珊＋…＋砺二1を考慮して以下のように得られる，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1一（κλ．，／μ、）D
　　　　　　　　　　　　ハ（・・）＝1－Po＝　　　　　　　　　　　　（4。82）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1一（κλ，、／μ5）P＋1
　一方，アベイラビリティと信頼度の違いは，アベイラビリティに対してはEpというP基故障
状態にも修理が許されるが，信頼度では回復が許されない．すなわち，Eoは吸収状態になる．信
頼度に対する推移確率行列MRは
　　　　　　　　　　　Eo　　EI　　　E2　　　　ED＿1　Ep
　　　　　　　　　　1一κλ7ε　　　κλT8　　　　0　　　　　　　　　　　　　　0
　　　　　　　　　　　με　　1一（κλ78＋μ3）κλγ8　0　　　…　　　　O　　　　MR＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．83）
　　　　　　　　　　　0　　　　　0　　　　　　　…　1一（κλ73＋μ5）κλ7s
　　　　　　　　　　　O　　　　　　　　　　　　…　　　　　　　　0　　　　　1
となる．MTBFを求めるには，1－MR行列をつくり最後のEp状態に対応するP行P列を取り
除いた行列式IMRDlと，それからさらに島状態に対応する乞行乞列を取り除いた行列式IMRil
から，
　　　　　　　　　　　　　　　　MTBF一客1鵬1　　　（484）
として求められる［37，38，391。ここで乞は状態の番号である．したがって，式（4，84）より，
となる，こうして，
　　　　　lMRDl一（κλ．、）D
　　　　　　　　　　　り　ト　　　　　　lMRil一Σμ落（κλ75）P＋ゴ
　　　　　　　　　　　ゴ＝0
平均故障間隔MTβFは
MTβF－3fP砦1μぎ
　　　　　　乞一。ゴー。（κλ73）ゴ＋1
　　　　　　P（κλ7ε）D＋1一（P＋1）μ、（κλT，）P＋μ夕＋1
（4．85）
（4。86）
（んλr5）P（κλ78一μ5）2
（4。87）
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RR
。．．　R
κ一〇一〇ut－oLπ多数決選択スイッチ
図12κ一〇ut－of覗待機システムのモデル
　　／へ　　嵐○　　　　　　　　ε一1　● ●　●
　　　　　　　　　　　　μs
ご
　嵐，
　　芦s
～÷1●●●．D
図13保全を伴うκ／η待機システムのシャノン線図
4．2．3　待機中の要素の故障を考慮した場合
　κ一〇ut－o∬π待機システムにおいて，待機中の要素の故障を考慮した場合を考察する．要素の稼動
中の信頼度関数鳥（亡）と待機中の信頼度関数R、（オ）は指数分布に従うものとし，次のように表す．
堺（古）＝ε一λγ5む
R5（カ）ニe一λ55む
（4。88）
（489）
π個とも全て同じなので故障率λ．、，λ、、は同一とする．
π個のうち常時κ個が稼働中で，待機中の故障率はλ、，，稼動中の故障率はλ．、であるから，次
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のような行列で状態の推移が示される．
　　　EOM　需
　　　E1
Eo
1一（κλ7、＋（π一κ）λ，S）△f
　　　　O
E1 E2
　（κλ，，＋（π一κ）λ，，）ムオ　　　　　　0
1一（κλγ5＋（η一κ一1）λsε）△む（κλT5＋（π一ト1）λ，，）△亡
五め＿1 Ep
Ep＿王
ED
1一献73△孟
　0
κλT3△孟
　1
（4。90）
ここで瑞は故障数乞の状態，ムカは微小時間を表す．状態Eo，．．．，Ep＿1にとどまる確率の和がシ
ステムの信頼度となるから，上の推移行列を微分方程式に直すと，
　鵡（古）　　　　＝噸λ．、＋（％一κ）λ、、）瑞（舌）
　　d亡
　鵡（カ）　　　　＝一（κλ，5＋（π一κ一¢）λ，，）R（孟）＋（献r8＋（π一ん一乞＋1）λ，、）疏＿1（孟）乞＝1，＿，P－1
　　砒
　d砺（オ）
　　　　＝一κλ75砺＿1（亡）　　砒
となる・ここで，島（孟）は状態昂にある確率を表す・瑞（オ）を求めると，
　　　　　　　　　　　　　瑞（カ）＝ε｝（眺＋（励）λε・）む
　次に，ラプラス変換を用いて肩（孟）を求めると，
　　　　疏（亡）一娠＋（π一κ）鰯（ε一（賑＋（π一ん一・）鰯）む一ε一（賑＋（鴨一κ）漏）諺）
　　　　　　　　　　　λ55
　これをP－1まで繰り返すと，
　　　　　ゑ　　　　　　　n（κλ75＋（η一H）λ58）　乞
疏（ε）一卸 λ島　遡混（乞（≡鈴！詮圃》乞一砿…，D－1
　ただし上式を得る時，初期条件として瑞（0）＝1，且（0）＝瑞（0）＝…ニ1あ（0）＝0を用いた。
また，便宜上以下の標記を用いている，
　　　　　　　　　　　　　　　　ル　　　　　　　　　　　　　　　　Hαゴー1
　　　　　　　　　　　　　　　ゴ＝m＋1
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　　　　　丸福＠た一M馬
　　／を＼　 ＼○　　　　　●●●　　ト1　　　　　　　■
　　　　　　　　　　　μ5
半
　　　た福＠一牌）入写
λ（孟）一　　　　　　乞一、　　　　　　　　　　　（4・93）
　　　　　　　　　P－1乞（一1）7H（κλT5＋（P－1一ゴ）λ85）
　　　　　　　　　ΣΣ　　ゴ＝o　　　　　ピ（圃鳩　　　　　　　　　乞一。T一。　　λ18（乞一7）！7！
　次に事後保全を考慮した場合を考える．前節と同様に保全員1名もしくは1グループで1個の要
素に対して保全を行い，その修復率μ、は同一とする。図14は事後保全を考慮した場合のシャノ
ン線図を示す．この図で乞は要素の故障数を表し，状態0，．．．，D－1ではシステムは正常である．
推移確率行列Mは
　　　　　　　　　　Eo　　　　　　　　　　　　EI　　　　　　　　　　　　　E2
　　　　Eo　1一（κλ75十（η一κ）λ53）△古　　（κλ75十（η一κ）λ55）△亡　　　　　　　O
M　＝
　　　　E1　　　μ3　　1一（κλτε＋（尻一1）λε5＋μ8）△古（κλT5＋（η一κ一1）λθ5）ムカ
　　　　　　　　　　　図14保全を伴う場合のシャノン線図
R（オ）＝Fb（オ）十P1（オ）十・一十Pb＿1（オ）より
　　　　　　　　　　　　　ゼ　　　　　　　　　P－1乞（一1）7皿κ入丁ε＋（物摘一ゴ）λε5）
　　　　R（孟）一ΣΣ　ゴ＝o　　　　ε一（隔＋（η一肺）福）む　（491）
　　　　　　　乞；07＿o　　　λ急3（乞一7）！7！
となる。こうしてMTBFは
　　　　　　　MTβF一ズOO聯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　P『1¢　（一1）7H（κλ7ε＋（η摘一ゴ）λε8）
　　　　　　　　　　　一渇駄（赫転＋（冗一麟眺の　（生92）
このとき，アベイラビリティ双亡）はこのシステムの信頼度R（亡）そのものであることに注意する．
　また，故障率λ（孟）は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゑ　　　　　　P－1ゼ（一1）7（κλ73＋（P－1一乞＋7）λ35）皿κλT3＋（P－1一ゴ）λ56）
　　　　ΣΣ　　　　　　　　ゴ＝o　　　　　ε一（丁一乞）雇　　　　乞＝07＝o　　　　　　　　λ喜ε（レ7）！7！
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ED＿1ED
五IP＿1
ED
1一κλγ5△古　κλ78△古
　μ、△亡　　　1一μ5△孟
（4．94）
式（4．94）からMTBFを求める．
4．3　κ一〇ut－of一η冗長システムの概要
　次に，κ一〇ut－O餓冗長システムを考察する．κ一〇ut－of一η冗長システムはrπ個の構成要素中κ個
以上正常に動作していれば，システムは正常に動作するように構成された冗長系である」と定義
される116L
　前章のκ一〇ut－0翫待機システムと異なる点は，待機システムでは動作していない鴨＿κ個の要素
は待機状態で動作していないのに対し，冗長システムは全ての要素を動作させて故障したものか
ら動作をやめ保全を行うようにしたシステムである。本章でも，同時に2個以上故障しないもの
と仮定し，要素の信頼度関数Ro（む），保全関数（70（オ）は前章と同様に指数分布に従うものとする．
Ro（オ）＝　ε一λrεオ
σ。（亡）一ε一μ・孟
（4。95）
（4．96）
停止状態Dおよび要素数πは前章と同様である．
4．3．1　保全を考慮しない場合
　鴨個のうちκ個以上動作すればよいので，システムの信頼度R（オ）は，
R（孟）一
（7）鮒γ｛・一珊（孟）押
　　　一叢（7）砂り（1一〆声
　　　一叢（7）盛慧（η⇒伸（謎町
　　　一蔦（一・ジ（穿）ψ⇒幽帰
（4。97）
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故障確率密度八オ）は
　　　　　紹（オ）∫（オ）＝一一　　　　　　砒
　　一一蔦（一・γ（7）（㌃乞）｛一（乞＋蝋脚）福
　　一落（一・ア（・＋伽（7）（π⇒轡隔
（4．98）
式（4．97），式（4．98）より，故障率λ（む）は以下のようになる，
λ（亡）＝ 廻R（オ）
蔦（一1ア（・＋恢7）e⇒紳・雇
蔦（一1ジ（穿）e⇒轡㍑
（4．99）
また，MTBFは，
MTβF一
○。
　　　　一蔦（一1ア（7）e⇒蓋。。紳）遡・
　　　　一蔦（一1ジ（7）（π⇒［一（、岩）輪幽）ず
　　　　薬黒鼎
（4．100）
4．3．2　事後保全を考慮した場合
　次に事後保全を考慮した場合を考える．前節と同様に保全員1名もしくは1グループでその修
復率μ、は同一とする，推移確率行列Mは
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M＝
　　Eo　　　　　　　　El
1一ηλ75ムオ　　　　　，zλア5ムオ
　μ，△孟　　　1一（（π一1）λ7，十μ3）△舌
　　　　　　　　　　0
0
　　E2
　　0
（π一1）λT、△古
　　　　Ep
　　　　O
　　　　O
（η一（D－1））λ75ムォ
　　1一μ3△古
（4，101）
この行列Mから状態方程式を構成する．
輪（亡）
　　　　　＝一πλ．，島（オ）十μ、君（オ）
　　砒
鵡（オ）
　　　　　＝一（（π一乞）λγ8十με）鳥（オ）十（物一（乞一1））λ75疏＿1（孟）十μ5疏＋1（オ）
轟）
　　砒　＝一μゐ（孟）＋（π一（D－1））λrsP・一・（孟）
乞＝1　　　1）一1　　，，　　，7
（4，102）
この微分方程式を解いて，砺（オ）を得ると，アベイラビリテ孔4（オ）は次式で与えられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　・4（孟）＝1一砺（古）
定常状態における状態方程式は，微分項を0にして
0
0
0
　＝一冗λT5瑞十μ5P1
　＝一（（冗一乞）λ7ε十μ8）∫ち十（π一乞十1）λT、．F葦＿1十μ、．Fち＋1　¢＝1，。
　＝一μ、P∠）十（η一（P－1））λ7、P∠）＿1
＋砺＝1を考慮して以下のように得られる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　・4（○○）＝1一∫bニ1　P
　　　　　　　　　　　　　　　　　碁（閤！（幾）脳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　43
．，P－1
（4．103）
（4．104）
定常アベイラビリティ、4（Oo）は，式（4．104）の各方程式を乞の小さいほうから順に加えて，さらに
瑞＋…
　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4。105）
次に，信頼度に対する推移確率行列MRは
MR＝
　Eo
1一ηλT5
　μ3
0
0
　　　E1
　　　ηλTε
1一（（物一1）λ．5十μ5）　0
0
Ep＿1 Ep
O
O
1一（（％一P十1）λ7、十μ，）　（π一1）十1）λ7，
　　　　　0　　　　　　　　　　1
（4。106）
こうして，平均故障問隔MTBFは次のようになる。すなわち，式（4．84）におけるIMR，D「，IMRil
は，
lMRDl
lMRil
　　　物！嵩　　　　　　λD
　　（鴨一五））！Tε
一憶撃羅擁）！・個一・
（4．107）
（4。108）
となる．したがって，これらを式（4．84）に代入して，
　　　　　ρ一1D＋1（η一（狂1＋ゴ））！μl
MTBF一ΣΣ　　　　　乞＝0ゴー0　（η一2）！λ1す1 （4．109）
4．4　計算結果と考察
　前節で得られた故障率及び平均故障間隔（MTBF）の理論結果を用いて数値解析により考察を
行う．
4．4．1　故障率
　図15は式（4．77）によるκ一〇ut－o∬η待機システムの故障率，図16は式（4．99〉による冗長シス
テムの故障率，図17はκ一〇ut－of一π待機システム1；待機中の故障を考慮した場合の式（4．93〉によ
る故障率である，各図ともη＝3のκ一〇ut－o銘システムを想定しており，横軸は時間古×104同，
縦軸は故障率λ（亡）×10｝5［1／ん1であり，パラメータたはそれぞれκ＝1，2，3である。用いた故障
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率は稼働中の故障率をSIL1相当として．λ75（λ）＝10－5［1／ん］，待機中の故障率はλεs＝10｝6［1／ん1
とした，
　各図から，待機・冗長システム共に，κニ3の場合を除いて故障率は時間と共に単調増加する性
質を有することが観察される，このことから，本システムには予防保全が有効と考えらえる．ま
た，6×104［ん］付近でも故障率は定常状態にならないことが観察される．規格においては，SRSの
故障率は指数分布に従い定常値を想定しているが，このように故障率の小さい要素を複数組み合
わせて用いる場合には，その故障率が長時間経過しても定常値とならないため，SRSにSILを割
り当てる際には取扱に注意する必要があると考えられる．さらに各図を比較すると，式（4．93〉に
よる故障率は式（4．77）と式（4．99）のちょうど中問の値をとることがわかる．これは，式（4．93）
のλ、、にλ．．を代入すると式（4．99）になり，0を代入すると式（4．77）になることからもわかる．
従って，式（4．77）はλ（古）の下限値を，式（4。99）は上限値を与えることがわかる，
4．4．2MTBF
表6は待機システムのMTBFについて，それぞれ保全の有無及び待機中の故障の有無の各ケー
スに分けて示したものである．また，表7は冗長システムのMTBFについて，保全の有無で分け
て示したものである．
　両表ともπ＝3のκ一〇ut－o仁3システムを想定しており，パラメータκはそれぞれκ＝1，2，3で
ある，用いた故障率は作動中の故障率をSIL1相当としてλ．、（λ）＝10－5［1／ん］，待機中の故障率は
λ，，＝10－6［1／ん］とした・また・修復率μ、は10－311／ん1とした・
表6，7ともに保全による大幅なMTBFの改善が観察される．また，稼働数κが小さいほど
MTBFの改善が大きいので，稼働数を小さくすると保全の効果がより大きくなることがわかる．
さらに，κ＝3では保全を実施しない場合と実施した場合に差が見られない．これは，κ＝3では
直列システムと同等で故障率が一定となるので，予防保全の効果がないことを示して砕る。
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4．4．3　計算結果
3．0
　エ≧ポ2．OIo
又
ρレベ
　　1．0
k＝1
kニ2　一一一一一一
k＝3　・……一…
0
　　　　　　　　t×104［hl
図15κ一〇ut－o£η待機システムの故障率
3．0
　ニ）ポ2．Ob
反oレベ
　　1．0
k＝1
kニ2　…一一…
kニ3　…………
　　　　　　　t×104［hl
図16κ一〇ut－of・π冗長システムの故障率
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4．5　おわりに
　本章ではκ一〇ut－oLηシステムを待機・冗長の2ケースについて，理論的に考察を行い，その理
論結果を用いて数値解析を行った．その結果，待機及び冗長システムに関係なくシステムの故障
率は時間と共に単調増加することが明らかになった．また，ある程度の時間システムを運用して
も，その故障率は定常状態にならないことがわかった．以上のことから，本システムには予防保
全が有効であること，また，故障率の小さい要素を複数組み合わせたSRSを規格に適用する場合，
SRSへのSILの割り当てには注意する必要があるものと考えられる．
48
5　結言
　本研究では，IEC61508（JIS　C　O508）を実施する上で必要となる危険事象率の推定を行うた
め，非定常作動要求状態の全体システムを想定し，PT間隔の危険事象過程のモデル化及び作動要
求の発生と完了，SRSの故障，危険事象率間の定式化を行った．
　まず始めに1－out－o貨の単純な構造のSRSを持っ全体システムの危険事象過程をマルコフ過程
を用いてモデル化し，その定式化を行った．ここで導出されたPT間隔平均危険事象率ω・の推定
式は，危険事象後の全体システムの回復が瞬間的に行われるm→○○の場合であり，肌以外のパ
ラメータが同様な全体システムの場合と比較して，ω＊を最大に推定するが，現実的なPT間隔で
は推定値の差は数パーセント以内に収まることが確認できた．
　次に，同じ全体システムを用いて，順序依存形故障論理による危険事象過程のモデル化を行い，
これに基づきSRSの故障率，PT間隔時間，作動要求率，完了率及びPT間隔平均危険事象率ω・
との関係を定式化した．さらに㌔，μd及びTの関係を用いた簡易的なω＊の算出方法を示した．
この結果作動要求モードとω＊の簡易推定式はマルコフ過程を用いて導出されたものと一致するこ
とがわかった．さらに，2つの危険事象率推定式を数値計算により比較した結果，一般的なPT間
隔において，低作動要求率では両モデルの差が大きくなるものの，SILが一段階変化する一桁の
幅に比べて十分に小さい値であることがわかった．そして，一般的なシステムで満たされるよう
な条件において，より計算の容易な順序依存形故障論理で導出した推定式は規格への適用は十分
であることがわかった．
　本研究の後半ではSRSが複雑な構成を持つ場合として，κ一〇ut．o餓システムを例として取り上
げ，本システムを待機・冗長の2ケースについて，理論的に考察を行った．その結果，システムの
故障率は時間と共に単調増加し，その故障率は長時間の運用に対しても非定常状態であることが
わかった。このことから，本システムには予防保全が有効であること，また，故障率の小さい要
素を複数組み合わせたSRSを規格に適用する場合，SRSへのSILの割り当てには注意する必要が
あることがわかった．
　今後の研究課題として，1－out－o卜1のSR，Sをκ一〇ut－o餓で冗長化した場合の危険事象過程のモ
デル化及び危険事象率の定量化が挙げられる．この場合，各要素の自己診断，保全の方法等のモ
デル化が特に重要になるものと思われる．また，現在のモデルでは切り替えスイッチの信頼度を1
としているが，当該スイッチが故障する場合を考慮したモデルの構築なども課題として挙げられ
るであろう，
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